
第 40 回がん検診のあり方に関する検討会 

議事次第 

日 時：令和５年 12 月 18 日（月）15：00～17：00 

場 所：オンライン開催 

 

１ 開 会 

 

２ 議 題 

（１） 子宮頸がん検診への HPV 検査単独法導入について 

（２） 第４期がん対策推進基本計画の課題整理について 

（３） 被用者保険におけるがん検診の実施状況について 

 

【資  料】 

資料１   子宮頸がん検診への HPV 検査単独法導入について 

資料２   第４期がん対策推進基本計画の課題整理について 

資料３   被用者保険におけるがん検診の実施状況について 

 

 参考資料１ 「がん検診のあり方に関する検討会」構成員名簿 

 参考資料２ 「がん検診のあり方に関する検討会」開催要綱 

 参考資料３  がん予防重点健康教育及びがん検診実施のための指針  

（健発第 0331058 号平成２０年３月３１日厚生労働省健康局長通知別添） 

参考資料４  「第４期がん対策推進基本計画ロジックモデル 確定版」：がんの２次予防

（がん検診） 

参考資料５  令和５年度市区町村におけるがん検診の実施状況調査 
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2021年4月1日

厚生労働省

健康・生活衛生局がん・疾病対策課

子宮頸がん検診へのHPV検査単独法導入について

第40回がん検診のあり方に関する検討会

令和５年12月18日（月）
資料１



市町村のがん検診の項目について
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◼ 厚生労働省においては、「がん予防重点健康教育及びがん検診実施のための指針」
（平成２０年３月３１日付け健発第0331058号厚生労働省健康局長通知別添）を定め、市町村による科学的根拠に基づくがん
検診を推進。

種類 検 査 項 目 対象者 受診間隔

胃がん検診
問診に加え、胃部エックス線検査又は胃内視鏡検
査 のいずれか

５０歳以上

※当分の間、胃部エック
ス線検査については40歳
以上に対し実施可

２年に１回

※当分の間、胃部エッ
クス線検査については
年1回実施可

子宮頸がん検診 問診、視診、子宮頸部の細胞診及び内診 ２０歳以上 ２年に１回

肺がん検診
質問（問診）、胸部エックス線検査及び喀痰細胞
診

４０歳以上 年１回

乳がん検診

質問（問診）及び乳房エックス線検査（マンモグ
ラフィ）

※視診、触診は推奨しない

４０歳以上 ２年に１回

大腸がん検診 問診及び便潜血検査 ４０歳以上 年１回

指針で定めるがん検診の内容

第39回がん検診のあり方
に関する検討会

令和５年８月９日（水）

資料１



3

子宮頸がん検診ガイドラインにおけるHPV検査の位置づけについて

第39回がん検診のあり方
に関する検討会

令和５年８月９日（水）

資料１



子宮頸がん検診へのHPV検査導入に係る議論の経緯について
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⚫ 厚生労働省においては、「がん予防重点健康教育及びがん検診実施のための指針」（以下、「指針」という）を定め、市町村に

よる科学的根拠に基づくがん検診を推進しており、本検討会において科学的根拠に基づくがん検診の方法等について検討するこ

ととしている。

⚫ 「指針」に定めるがん検診の種類・検査方法の選定基準は、国立がん研究センターが作成する有効性評価に基づくがん検診ガイ

ドラインにおいて、推奨グレードA又はBとして示されているものを基本とすることが「「がん検診のあり方に関する検討会」に

おける議論の中間整理（令和元年度版）」において示されている。

⚫ 最新の「子宮頸がん検診ガイドライン」において、「HPV検査単独法」は推奨グレードＡと示されていることに加え、現行の細

胞診単独法と比べて検診間隔を延長することが可能と示されたが、一方で、「その効果を自治体の検診制度の中で発揮するため

には、HPV陽性者に対する長期の追跡を含む精度管理体制の構築が前提であり、遵守できない場合は効果が細胞診単独法を下回

る可能性がある」とされている。

⚫ 第39回本検討会において、HPV検査単独法の指針への導入に向けて以下の内容について整理された。

①特に推奨する年齢の上限 ②受診率の考え方 ③市町村が実施するに当たって満たすべき事項

検診の対象者の定義（年齢、受診間隔等）

○年齢毎に実施する検査は以下の通りとする。
・20歳代：細胞診（２年に１回）を実施
・30歳以上：細胞診（２年に１回）又はHPV検査単独法（５年に１回）の
いずれかを市町村毎に判断

追跡検査の対象者とフォローアップの手法 ○自治体において受診動向を把握する仕組みを整える必要がある。

液状化検体の導入
○HPV検査の結果に応じたトリアージを確実に実施する必要があることから、
液状化検体を用いた検査での運用が可能な体制を整備する必要がある。

自治体・医療機関等において必要な事前準備等
○検診運営に必要な検診マニュアルやチェックリストの作成、モニタリング
体制を整備する。

本日ご議論いただきたいこと



（参考）アルゴリズム及び対象者について

55

がん検診
（HPV検査）

確定精検
（コルポスコープ・組織診）要確定精検

陰性
追跡検査の
必要なし

陽性
トリアージ検査
（細胞診）

検診結果
判明後すぐ

確定精検不要
追跡検査**

(HPV検査)

１年後

次の節目年齢*又はHPV検査陰性確認から５年後

トリアージ検査
結果判明後すぐ

陽性
陰性

追跡検査の
必要なし

：検診事業として実施 ：医療として実施 ：従来の検診では含まれなかった検査

改正前

改正後
※市町村毎にいずれかを選択

細胞診を実施する場合
ＨＰＶ検査単独法を

導入する場合

対
象
者

20歳代
細胞診

（２年に１回）
細胞診

（２年に１回）

細胞診
（２年に１回）

30歳以上
HPV検査単独法（５年に１回）
追跡検査対象者は１年後に受診**

*節目年齢とは、30歳からの5年刻みの年齢のことをいう。



① 特に推奨する年齢の上限について

◼ 現状、子宮頸部の細胞診による子宮頸がん検診は特に推奨する年齢を20-69歳としている。
◼ HPV新規感染率は年齢が上がるごとに低下する。
◼ 子宮頸がんの生涯罹患リスクは、55歳でHPV検査陰性を確認した場合が、70歳で細胞診陰性を確認した場合より低い。

HPV検査単独法による子宮頸がん検診の対象者は、30歳以上の女性として、ガイドラインの推奨を踏まえ、特に推奨する
者を30歳以上60歳以下としてはどうか。
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② 受診率の考え方について

7

◼ 受診率の考え方は以下のとおりとしてはどうか。

○子宮頸部の細胞診を実施の場合（２年に１回）

受診率＝（（前年度の受診者数）＋（当該年度の受診者数）

ー（前年度及び当該年度における２年連続受診者数）/（当該年度の対象者数＊）×100

＊対象者数は、年１回行うがん検診の場合と同様の考え方で算出する。

⇒ 当該市町村の区域内に居住地を有する20歳から69歳以下の女性（特に推奨する者）

○HPV検査単独法を実施の場合（５年に１回）

受診率＝（当該年度及び過去４か年度の間にHPV検査単独法による子宮頸がん検診を１度以上受診し

た者の数＊）/（当該年度の対象者数＊＊）×100

＊追跡検査のみの受診者は除く。

＊＊対象者は、年１回行うがん検診の場合と同様の考え方で算出する。

⇒ 当該市町村の区域内に居住地を有する30歳から60歳以下の女性（特に推奨する者）



③ 市町村が実施するに当たって満たすべき事項について
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◼ HPV検査単独法による子宮頸がん検診の効果を担保するためにはHPV陽性者に対する長期の追跡を含む精度管理体

制の構築が必要であるため、HPV検査単独法を実施するに当たって、市町村が満たす必要がある要件を以下のとお

りとしてはどうか。

＜要件（案）＞

・ HPV検査単独法導入に向けた研修等を導入時に受講していること

・ 個別の対象者の検診受診状況を長期に追跡するため、受診者の情報と検診結果を保存するデー

タベース等を有すること

・ HPV検査単独法を導入するに当たっては、新しい検診方法の導入について、都道府県、地域医

師会及び検診実施機関等関係者の理解と協力が得られていること（※）

・ HPV検査単独法を導入するに当たっては、新しい検診方法について、住民や対象者への普及啓

発を行うこと（※）

（※）関係者で合意形成を行う際や、市町村が住民や対象者への普及啓発を行う際の基礎資料は、

別途自治体等に向けてお示しする予定



これまでの議論を踏まえた指針改正事項（案）①
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○検査方法

・精度管理の観点から、市町村が30歳以上の対象者に対して実施する検査方法については、各市町村で一律にする。

・検診項目は、問診、視診及びHPV検査とし、HPV検査陽性となった場合にトリアージ検査を行う。
さらに、トリアージ検査陰性となった場合に翌年度追跡検査を行う。

○対象者・実施回数等

・HPV検査単独法による子宮頸がん検診の対象者は30歳以上の女性とし、特に推奨する者を30歳以上60歳以下の者
とする。

・HPV検査単独法による子宮頸がん検診については、原則として同一人物について５年に１回行う。
※ 精度管理の観点から、３０歳からの５年刻みの年齢（節目年齢）の者に対し行うことを推奨

・追跡検査については、直近の検診でHPV検査陽性かつトリアージ検査陰性となった者（追跡検査対象者）に対し実
施する。

・対象となる年度に受診しなかった者に対して積極的に受診勧奨を行うとともに、当該年度に受診機会を与える観点
から、受診機会を必ず毎年度設ける。

・節目年齢の者に対して実施する市町村において、節目年齢以外の年齢で受診した者については、追跡検査対象者を
除き、次回は節目年齢に受診勧奨する。

○受診率

・検診間隔が５年に１回の場合の受診率についての算出方法を以下のとおりとする。
✓受診率＝（当該年度及び過去４か年度の間にHPV検査単独法による子宮頸がん検診を１度以上受診した者の
数）／（当該年度の対象者数）×１００



これまでの議論を踏まえた指針改正事項（案）②
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○受診案内

・追跡検査対象者となるHPV陽性者はハイリスク者であることから、節目年齢における受診案内とは別に、

追跡検査対象者への受診案内を実施することとする。

・要確定精検とされたと判定された者に対しても、受診案内を実施する。

○実施に当たっての留意点

・HPV検査とトリアージ検査で同一の検体を用いるため液状化検体を用いることとする。

・子宮頸がん検診の効果を担保するため、検査実施に当たって市町村が満たすべき事項を定める。

✓ HPV検査単独法導入に向けた研修等を導入時に受講していること

✓ 個別の対象者の検診受診状況を長期に追跡するため、受診者の情報と検診結果を保存するデータベース等を有すること

✓ HPV検査単独法を導入するに当たっては、新しい検診方法の導入について、都道府県、地域医師会及び検診実施機関等関係者の
理解と協力が得られていること

✓ HPV検査単独法を導入するに当たっては、新しい検診方法について、住民や対象者への普及啓発を行うこと

○その他

・液状化検体については、少なくともHPV検査及びトリアージ検査の結果が判明するまで保存することとする。

・検診の結果や記録等、所要の項目に、HPV検査単独法導入に当たって必要な内容を記載



今後のスケジュール（案）
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令和５年度 令和６年度 令和７年度 令和８年度～

市町村
（検診実施主体）

国

HPV検査単独法実施

HPV検査単独法実施

自治体支援

体制整備

関係者の理解・協力等

市町村A

市町村B

◼ 令和５年度中に指針改正を行い、公表予定。HPV検査単独法に係る詳細を記載した検診マニュアルが別途公表され
る予定。

◼ これにより、令和６年４月１日より、体制整備、関係者の理解・協力等が得られた市町村から順次、指針に基づく
HPV検査単独法の導入が可能となる。

指針改正

体制整備

関係者の理解・協力等

※体制整備、関係者の理解・協力等が得られている場合、令和６年度からの導入も可能



• 参考資料１

• 参考資料２（第39回検討会資料より抜粋）



参考①：市町村が健康増進事業として行うがん検診の用語の定義（案）

13

用語 定義

HPV検査単独法
HPV検査を実施し、陽性とされた場合にのみ追加的にトリアージ検査として同一

検体を用いた子宮頸部の細胞診を実施する方法。ただし、トリアージ検査として実
施する子宮頸部の細胞診については、子宮頸部の細胞診とは区別するものとする。

トリアージ検査
HPV検査単独法による子宮頸がん検診において、HPV検査を実施し、陽性とされ

た場合にのみ実施する子宮頸部の細胞診のこと。HPV検査と同一検体を用いる。

追跡検査対象者
HPV検査単独法による子宮頸がん検診において、直近の検診においてHPV検査陽

性かつトリアージ検査陰性となった者のこと。

追跡検査 追跡検査対象者に対して行うHPV検査単独法による子宮頸がん検診。

HPV検査単独法による子宮
頸がん検診

HPV検査を実施し、陽性とされた場合にのみ追加的にトリアージ検査として同一
検体を用いた子宮頸部の細胞診を実施し、トリアージ検査が陰性の場合には、翌年
度に追跡検査を実施する方法。

節目年齢 30歳からの５年刻みの年齢。

液状化検体 採取した細胞を専用の保存液に回収し細胞浮遊液として保存した検体。



参考②：従来のがん検診とHPV検査単独法による子宮頸がん検診との
違い

14

がん検診
（検査）

精密検査
がんの疑いあり
（要精検）

がんの疑いなし
（精検不要）

がん検診
（検査）

精密検査要精検

精検不要

従来のがん検診 検診結果
判明後すぐ

１～２年後

がん検診
（HPV検査）

確定精検
（コルポスコープ・組織診）要確定精検

陰性
追跡検査の
必要なし

陽性
トリアージ検査
（細胞診）

検診結果
判明後すぐ

確定精検不要
追跡検査
(HPV検査)

１年後

トリアージ検査
結果判明後すぐ

陽性
陰性

追跡検査の
必要なし

HPV検査単独法に

よる子宮頸がん検診

：検診事業として実施

：医療として実施

：従来の検診では含まれなかった検査

次の節目年齢*又はHPV検査陰性確認から５年後

*節目年齢とは、30歳からの5年刻みの年齢のことをいう。



参考③：プロセス指標について①

15

◼ プロセス指標を算出するために必要な数

① HPV検査受診者数（検診または追跡検査としての受診者別）
ａ.検診としての受診者：以下に示す「追跡検査としての受診者」でない者

ｂ.追跡検査としての受診者：直近のHPV検査単独法による子宮頸がん検診において、HPV検査陽性かつトリ
アージ検査での細胞診で異常なし（NILM）と判定されている者

② HPV検査陽性者数（検診または追跡検査としての受診者別）

③ トリアージ検査（細胞診）受診者数：
HPV検査を液状化検体法で実施した場合、原則HPV検査陽性者数とトリアージ検
査受診者数は同じになる

④ 要追跡検査者数（翌年度HPV検査）（検診または追跡検査としての受診者別）：
トリアージ検査結果がNILMであった者

⑤ 要確定精検者数（検診または追跡検査としての受診者別）：
トリアージ検査結果がNILM以外 であった者

⑥ 確定精検受診者数

⑦ 子宮頸部上皮内腫瘍3（CIN3）、上皮内腺がん（AIS）および子宮頸がん発見数
（検診または追跡検査としての受診者別）：

精検受診者から発生した CIN3、 AISおよび子宮頸がん



参考③：プロセス指標について②

16

※①～⑥は前頁参照

がん検診
（HPV検査）

確定精検
（コルポスコープ・組織診）要確定精検

陰性
追跡検査の
必要なし

陽性
トリアージ検査
（細胞診）

検診結果
判明後すぐ

確定精検不要
追跡検査
(HPV検査)

１年後

トリアージ検査
結果判明後すぐ

陽性

：検診事業として実施 ：医療として実施 ：従来の検診では含まれなかった検査

①a ①b

②a/b ③

④a/b

⑤a/b ⑥

陰性
追跡検査の
必要なし

次の節目年齢*又はHPV検査陰性確認から５年後

*節目年齢とは、30歳からの5年刻みの年齢のことをいう。



参考③：プロセス指標について③
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◼ HPV検査単独法による子宮頸がん検診のプロセス指標

指標の分母 指標の分子

要トリアージ検査率
検診（HPV検査）受診者（①a） HPV検査陽性者（②a）

追跡検査（HPV検査）受診者（①b） HPV検査陽性者（②b）

要追跡検査率
検診（HPV検査）受診者（①a） 要追跡検査者（④a）

追跡検査（HPV検査）受診者（①b） 要追跡検査者（④b）

要確定精検率
検診（HPV検査）受診者（①a） 要確定精検者（⑤a）

追跡検査（HPV検査）受診者（①b） 要確定精検者（⑤b）

トリアージ検査
受診率

HPV検査陽性者（②） トリアージ検査受診者（③）

確定精検受診率 要確定精検者（⑤） 確定精検受診者（⑥）

CIN3以上発見率

検診（HPV検査）受診者（①a）
確定精検受診者から発生した
CIN3、AISおよび子宮頸がん（⑦a）

追跡検査（HPV検査）受診者（①b）
確定精検受診者から発生した
CIN3、AISおよび子宮頸がん（⑦b）

追跡検査受診率 要追跡検者（④） 追跡検査（HPV検査）受診者（①b）

※①～⑦は前々頁参照



参考④：自治体・医療機関等における事前準備の支援について

18



• 参考資料１

• 参考資料２（第39回検討会資料より抜粋）



第 3 7回がん検診のあり方に関する検討会 参考資料５より抜粋・加工 20

◼ 子宮頸がん検診で実施している検査項目で指針外検診を実施している自治体が一定数ある。

指針外のHPV検査を
集団検診・個別検診のいずれかでも実施している
市区町村は238（13.8％）

令和４年度市区町村におけるがん検診の実施状況調査

第39回がん検診のあり方
に関する検討会

令和５年８月９日（水）

資料１



HPV検査単独法の導入に対するメリットについて

21

■受診者、自治体にとってのメリットを以下に示す。

【受診者】

・ HPV検査陽性者のごく一部が数年後に子宮頸がんの有病者となり得るため、その

リスク保持者が追跡管理されることで子宮頸がんの早期発見・早期治療に繋がる。

・ 現行の細胞診の検診間隔は２年ごとであるが、HPV検査単独法では受診者の約８

～９割が５年ごととなることから、全体として受診行動の負担軽減が期待できる。

※ 液状検体を使用することで「HPV検査陽性」となった場合でも検査のために再度受診す

る必要はない。

【自治体】

・ がん検診の未受診理由で最も多いのは「受ける時間がないから28.9％」であり、

受診行動の負担が軽減されることで、受診率向上への影響が期待できる。

・ 検診間隔が延長されることで、事務負担等が軽減される。

第39回がん検診のあり方
に関する検討会

令和５年８月９日（水）

資料１



検診間隔の検討

22

◼ 細胞診単独法による検診で、「検診陰性」で2年間隔をあけても良いと考えられる発症のリスク（ CIN3+の累積発症リス

ク）が、HPV検査を用いた検診でどのくらいの間隔に当たるのかを検討

検
査
陰
性
後
の
そ
の
後
の
累
積
C
IN
3
+罹

患
率

Wheeler CM, et al. Int J Cancer, 2014より作図

子宮頸がん検診エビデンスレポート2019年版
子宮頸がん検診エビデンスレポート文献レヴュー委員会P145

子宮頸がん検診エビデンスレポート2019年版
子宮頸がん検診エビデンスレポート文献レヴュー委員会P140

※¹ 細胞診陰性確認から2年経過時点で1.73人/1000人のCIN3以上の病変がみ
つかる。

※² HPV検査陰性者からは、2年経過時点で0.65人／1,000人、5年経過時点で
1.63人／1,000人のCIN3＋がみつかる。

→細胞診陰性確認後2年経過時点と同様の発見人数となるのはHPV陰性確認後5年
程度経過時点

HPV検査で陰性と判定された者について、検診間隔を２倍から 3.5倍（現行の２年から５年程
度）に延長することが可能と考えられる。

※¹ ※²

第39回がん検診のあり方
に関する検討会

令和５年８月９日（水）

資料１

22



がん検診未受診の理由

23
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7.2 

6.8 

6.4 

4.4 

8.8 

1.8 

0 10 20 30 40

受ける時間がないから

健康状態に自信があり、必要性を感じないから

心配なときはいつでも医療機関を受診できるから

費用がかかり経済的にも負担になるから

がんであると分かるのが怖いから

うっかり受診するのを忘れてしまっているから

がん検診そのものを知らないから

検査に伴う苦痛に不安があるから

受ける場所が不便だから

がん検診を受けても、見落としがあると思っているから

その他

わからない

出典：令和元年７月がん対策・たばこ対策に関する世論調査（内閣府大臣官房政府広報室）

（複数回答）
（％）

◼ 対象：全国の日本国籍を有する18歳以上の者3,000人、有効回収数：1,647人（回収率 54.9％）※調査員による個別面接聴取

第39回がん検診のあり方
に関する検討会

令和５年８月９日（水）

資料１



精度管理体制の全体像

都道府県

市区町村 検診実施機関

国民

モニタリング

公表

フィードバック
助言・指導

出典：「がん検診事業のあり方について」図４住民検診における評価・フィードバック・公表の全体像より一部加工

生活習慣病検診等管理指導協議会

フィードバック
助言・指導

24

モニタリング

県単位で精度管理の底上げ 全国の均てん化

国（厚生労働省）

フィードバック
助言・指導

フィードバック
助言・指導

モニタリング

公表
国民

自己
点検

自己
点検

自己
点検

精密検査機関

精密検査結果報告

精密検査結果報告

第39回がん検診のあり方
に関する検討会

令和５年８月９日（水）

資料１



◼ 液状検体を使用することで、HPV検査陽性となっても再検査が必要なくなり、受診者の負担軽減だけでなく、HPV

検査＋トリアージの受診率を100％にできる。

液状検体の特徴

25第 3 8回がん検診のあり方に関する検討会資料２より抜粋

第39回がん検診のあり方
に関する検討会

令和５年８月９日（水）

資料１



がん検診に関する自治体間の情報連携について

◼ 令和３年度健康増進法改正により、市区町村は、かつて居住していた市区町村に対して健康増進事業に関する情報（がん検診の精密検査結
果等を除く）の提供を求めることが可能。 (※１)

◼ 令和４年６月から、市町村の自治体中間サーバへの副本登録が行われ、住民のがん検診結果について、自治体中間サーバを用いた市町村間
での情報提供が可能となった。

26

がん検診の結果をマイナポータルで閲覧するため又は自治体中間サーバを使って自治体が情報の提供を求めるためには、
データ標準レイアウトを改版して検査結果情報をサーバに副本登録する必要がある。

第39回がん検診のあり方
に関する検討会

令和５年８月９日（水）

資料１



参考③：細胞診結果の用語説明

27

◼ HPV検査陽性者が細胞診を受けた場合、検診結果は以下のいずれかになる。

子宮頸癌取扱い規約 臨床編 第 4版より一部加工

略語の読み方

１）ニルム

２）アスカスまたはアスク・ユーエス

３）アスク・ハイ

４）ロー・シル

５）ハイ・シル

６）エス・シー・シー

７）エー・ジー・シー

８）エー・アイ・エス

９）アディノカルシノーマ

第39回がん検診のあり方
に関する検討会

令和５年８月９日（水）

資料１



2021年4月1日

第４期がん対策推進基本計画の課題整理について

第40回がん検診のあり方に関する検討会

令和５年12月18日（月）
資料２

厚生労働省

健康・生活衛生局がん・疾病対策課



第４期がん対策推進基本計画の課題整理について

○ 第38回「がん検診のあり方に関する検討会」において、「「がん検診の

あり方に関する検討会」における議論の中間整理（令和元年度版）」にお

いて提示された課題に対する対応状況と、今後対応するべき課題について

整理した上で、今後は第４期がん対策推進基本計画（以下「第４期基本計

画」という。）の取り組むべき施策に沿った形で整理を行うことが確認さ

れた。

○ 「第４期基本計画」の取り組むべき施策における評価指標と、取組及び今

後の対応方針について整理した。

検討の背景

2



１．受診率向上対策について

２．がん検診の精度管理等について

３．科学的根拠に基づくがん検診の実施について



１．受診率向上対策について

２．がん検診の精度管理等について

３．科学的根拠に基づくがん検診の実施について



第４期がん対策推進基本計画
①受診率向上対策について

取り組むべき施策
ロジックモデルにおける

アウトプット指標
実施している取組及び対応方針

国は、受診率向上に向けて、がん検診受診率をより正確
かつ精緻に、また、個人単位で把握することができるよ
う検討する。

ー

・厚生労働科学研究費補助金「がん検診受診率の
妥当性評価のための研究」（令和５～７年度、研
究代表者：中山 富雄）
・より正確かつ精緻ながん検診受診率の推計方法
および個人単位での受診状況の把握に係る課題に
ついて検討

国は、受診率向上に向けて、これまでの取組から得られ
た知見を踏まえつつ、より科学的かつ効率的な受診勧奨
策を、関係学会や企業等の協力を得て、都道府県及び市
町村と連携して推進する。また、全ての国民ががん検診
を受診しやすい体制の整備に向け、保険者への財政上の
インセンティブを活用したがん検診の推進、がん検診と
特定健診の同時実施の推進、事業主健診時における市町
村等で実施するがん検診の受診勧奨の推進、女性・障害
者・非正規雇用者等が受診しやすい環境整備など、受診
者の立場に立ったがん検診を受診する上での利便性の向
上に努める。

受診勧奨実施市町村数

・令和５年度がん検診の受診勧奨策等実行支援事
業
・後期高齢者支援金の加算・減算制度
・「「職場の健康診断実施強化月間」の実施に関
する協力依頼について」（令和５年８月16日）を
発出
・厚生労働科学研究費補助金「乳がん検診の受診
率に関わる諸因子の解明と、受診率向上に向けた
効果的な方策に資する研究」（令和５～７年度、
研究代表者：鈴木 昭彦）
・厚生労働科学研究費補助金「精神障害のある方
に対するがん検診及びがん診療のアクセシビリ
ティの向上に資する研究」（令和５～７年度、研
究代表者：稲垣 正俊）
・厚生労働科学研究費補助金「がん罹患前より障
害があるがん患者に対する医療機関における適切
な医療・支援の実装に資する研究」（令和５～７
年度、研究代表者：八巻 知香子）
・受診者の立場に立ったがん検診を受診する上で
の利便性の向上について検討
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第４期がん対策推進基本計画
①受診率向上対策について

取り組むべき施策
ロジックモデルにおける

アウトプット指標
実施している取組及び対応方針

市町村及び検診実施機関においては、受診者に分かりや
すくがん検診を説明するなど、受診者が、がん検診の意
義及び必要性を適切に理解できるよう努める。 また、国
は、指針に基づくがん検診の意義及び必要性について、
国民が正しく理解できるよう普及啓発を行う。

普及啓発キャンペーンの
実施状況（資料の実質配
布枚数、イベント参加者
数）

・がん検診受診率向上に向けた集中キャンペーン
月間
・引き続き普及啓発を実施

国は、新型コロナウイルス感染症の流行を踏まえ、感染
症発生・まん延時等にがん検診の提供体制を一時的に縮
小した場合でも、状況に応じて速やかに提供体制及び受
診行動を回復させることができるよう、平時における準
備等の対応について検討する。

－

・厚生労働科学研究費補助金「新型コロナウイル
ス感染症の流行によるがん検診及びがん診療の受
診状況等に対する中・長期的な健康影響の解明に
向けた研究」（令和５～７年度、研究代表者：高
橋 宏和）
・公衆衛生学的危機に対応しうるがん検診のあり
方について検討

国は、実施主体によらずがん検診を一体的に進めること
ができるよう、職域におけるがん検診について、実施状
況の継続的な把握及び適切な実施に向けた課題の整理を
行い、必要に応じて、その法的な位置付けも含め、がん
検診全体の制度設計について検討する。

指針に基づく検診の実施
率

・厚生労働科学研究費補助金「職域におけるレセ
プトを用いたがん検診精度管理指標の計測システ
ムの開発と実装に関する研究」（令和４～６年度、
研究代表者：祖父江 友孝）
・厚生労働科学研究費補助金「職域における科学
的根拠に基づくがん検診の社会実装に関する研
究」（令和５～７年度、研究代表者：立道 昌幸）
・職域におけるがん検診の実態把握及び適切な実
施に向けた課題について検討
・がん検診全体の制度設計について検討
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１．受診率向上対策について

２．がん検診の精度管理等について

３．科学的根拠に基づくがん検診の実施について



第４期がん対策推進基本計画
②がん検診の精度管理等について

取り組むべき施策
ロジックモデルにおける

アウトプット指標
実施している取組及び対応方針

国は、レセプトやがん登録情報を活用したがん検診の精
度管理について、技術的支援等を行う。

精度管理について技術的
支援を行った市町村への
支援数

・厚生労働科学研究費補助金「がん登録を利用し
たがん検診の精度管理方法の検討のための研究」
（令和５～７年度、研究代表者：松坂 方士）
・精度管理について自治体への技術的支援を行う

精密検査受診率について、都道府県やがん種による差が
大きくなっていることから、国は、市町村における適切
な精度管理の実施のため、精密検査受診率の低い市町村
の実態把握を行う仕組みについて検討するとともに、都
道府県による指導・助言等の取組を推進する。市町村は、
都道府県による指導・助言等を踏まえ、引き続き、指針
に基づいたがん検診の実施及び精度管理の向上に取り組
む。

精密検査受診率の低い市
町村への指導・助言等の
取組を実施した都道府県
数

・厚生労働科学研究費補助金「がん登録を利用し
たがん検診の精度管理方法の検討のための研究」
（令和５～７年度、研究代表者：松坂 方士）
・厚生労働科学研究費補助金「がん検診の精度管
理における指標の確立に関する研究」（令和３～
５年度、研究代表者：高橋 宏和）
・継続的に運用できる精度管理体制について検討
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第４期がん対策推進基本計画
②がん検診の精度管理等について

取り組むべき施策
ロジックモデルにおける

アウトプット指標
実施している取組及び対応方針

国は、職域におけるがん検診の実態把握に係る方法を検
討した上で、職域におけるがん検診の精度管理を推進す
るための取組について、保険者に対する技術的支援や、
産業保健総合支援センターを通じた事業場の産業保健ス
タッフに対する周知等を含め検討する。

要精密検査対象者への受
診勧奨の実施割合

・厚生労働科学研究費補助金「職域におけるレセ
プトを用いたがん検診精度管理指標の計測システ
ムの開発と実装に関する研究」（令和４～６年度、
研究代表者：祖父江 友孝）
・厚生労働科学研究費補助金「職域における科学
的根拠に基づくがん検診の社会実装に関する研
究」（令和５～７年度、研究代表者：立道 昌幸）
・職域におけるがん検診の実態把握（再掲）及び
精度管理推進のための取組について検討

国及び都道府県は、精密検査受診率向上のため、要精密
検査とされた受診者に対する「精密検査を受けられる医
療機関リスト」の提供等、職域を含めた、がん検診の実
施者による分かりやすい情報提供を推進する。

がん検診の正しい情報提
供を実施した市町村数

・厚生労働科学研究費補助金「がん検診の精度管
理における指標の確立に関する研究」（令和３～
５年度、研究代表者：高橋 宏和）
・分かりやすい情報提供に資する方策について検
討
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１．受診率向上対策について

２．がん検診の精度管理等について

３．科学的根拠に基づくがん検診の実施について



第４期がん対策推進基本計画
③科学的根拠に基づくがん検診の実施について

取り組むべき施策
ロジックモデルにおける

アウトプット指標
実施している取組及び対応方針

国は、我が国におけるがん検診の進捗及び課題を整理す
るため、諸外国における取組との経年的な比較調査を実
施する仕組みについて検討する。

－

・厚生労働科学研究費補助金「がん統計を活用し
た、諸外国とのデータ比較に基づく日本のがん対
策の評価」（令和５～７年度、研究代表者：松田
智大）
・わが国におけるがん検診を諸外国と経年的に比
較する仕組みについて検討

国は、より効率的・効果的ながん検診の実施を推進する
観点から、指針に基づくがん検診の科学的根拠に基づい
た効果検証を進めるとともに、対策型検診の項目の導入
に係るプロセスの明確化等について検討する。

指針の遵守市町村数・指
針に基づかない検診の中
止市町村数

・指針に基づくがん検診の効果検証及び項目の導
入に係るプロセスについて課題を整理し検討を行
う

国は、指針に基づかないがん検診に係る効果検証の方法
について検討するとともに、指針に基づかないがん検診
の効果検証を希望する関係学会や企業等と、地方公共団
体のマッチングを促進する仕組みについて検討する。

－
・指針に基づかないがん検診に係る効果検証の方
法及び効果検証のためのマッチングの仕組みにつ
いて課題を整理し検討を行う

国は、我が国における組織型検診の構築に向け、科学的
根拠に基づくがん検診の実施に向けた取組により精度管
理を向上させつつ、課題を整理し、その対応を検討する。

－ ・組織型検診について課題を整理し検討を行う
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2021年4月1日

厚生労働省保険局保険課

被用者保険におけるがん検診の実施状況について

第40回がん検診のあり方に関する検討会

令和５年12月18日（月）
資料３



2023年度保険者データヘルス全数調査について

1

■調査目的・内容

• 日本健康会議における「健康づくりに取り組む５つの実行宣言2025」の目標数値（KPI）の

達成状況等の把握のほか、データヘルスや予防・健康づくりの取組状況について全保険者

（市町村国保、健保組合、共済組合、国保組合、協会けんぽ、広域連合）一斉に調査を実施

• 健保組合、共済組合、全国健康保険協会（および国保組合）に対する調査票にがん検診に関

する項目も含む

■回答期間

令和５年７月21日～９月４日

■調査対象年度

令和４年度

本調査結果に関する留意点

• 本調査は政府統計調査ではなく、回答が

任意のアンケート調査である。

• 全国健康保険協会においては、注記がな

い限り、都道府県支部および船員保険を

単位としてカウント。

「2023年度保険者データヘルス全数調査」（※）の概要

※本調査は厚生労働省の令和5年度高齢者医療制度円滑運営事業費補助金にて実施

全国健康
保険協会



がん検診の実施状況（全被用者保険者）

2

全被用者保険者
(n=1,462)

• いずれのがん検診においても保険者単独あるいは事業主と共同で実施している保険者が多い

• 被扶養者に対するがん検診では、保険者単独のほか、自治体がん検診への受診勧奨を実施する保険者も一定存在する

（グラフ内の数値は保険者数）

791 

1,086 

924 

1,146 

614 

1,054 

905 

1,132 

796 

1,103 

94

7

58

5

203

11

62

5

93

5

511

103

351

80

528

108

371

84

503

106

12

95

32

100

12

93

29

103

13

94

29

93

54

70

46

102

48

74

28

85

25

78

43

61

59

94

47

64

29

69

0% 20% 40% 60% 80% 100%

胃がん（被保険者）

（被扶養者）

子宮頸がん（被保険者）

（被扶養者）

肺がん（被保険者）

（被扶養者）

乳がん（被保険者）

（被扶養者）

大腸がん（被保険者）

（被扶養者）

保険者が単独で実施 事業主が単独で実施 保険者と事業主が共同で実施 未実施・自治体検診への受診勧奨実施 未実施・自治体検診への受診勧奨も未実施 無回答



がん検診の検査実施方法（胃がん）

3
※複数回答可

※各がん検診の実施状況において、実施していると回答した保険者のみが回答対象（実施主体は問わない）

全被用者保険者
(n=1,399)

47.8%

93.1%

73.8%

20.8%

25.4%

21.5%

2.6%

0.7%

0% 20% 40% 60% 80% 100%

問診

胃部エックス線検査(ﾊﾞﾘｳﾑ)

胃内視鏡検査

ペプシノゲン検査

ヘリコバクターピロリ菌抗体検査

リスク検診(ABC検診)

その他

無回答



がん検診の検査実施方法（子宮頸がん）

4
※複数回答可

※各がん検診の実施状況において、実施していると回答した保険者のみが回答対象（実施主体は問わない）

全被用者保険者
(n=1,356)

52.1%

90.6%

26.8%

19.8%

18.8%

4.9%

1.3%

0% 20% 40% 60% 80% 100%

問診

細胞診（医師による採取）

細胞診（自己採取）

ＨＰＶ検査（医師による採取）

ＨＰＶ検査（自己採取）

その他

無回答



がん検診の検査実施方法（肺がん）

5
※複数回答可

※各がん検診の実施状況において、実施していると回答した保険者のみが回答対象（実施主体は問わない）

全被用者保険者
(n=1,352)

46.3%

95.0%

21.9%

22.5%

2.4%

1.4%

0% 20% 40% 60% 80% 100%

問診

胸部エックス線検査

喀痰細胞診

胸部ＣＴ検査

その他

無回答



がん検診の検査実施方法（乳がん）

6
※複数回答可

※各がん検診の実施状況において、実施していると回答した保険者のみが回答対象（実施主体は問わない）

全被用者保険者
(n=1,357)

52.2%

95.6%

43.2%

84.1%

2.5%

1.0%

0% 20% 40% 60% 80% 100%

問診

乳房エックス線検査(マンモグラフィ)

視触診

乳房超音波検査(エコー)

その他

無回答



がん検診の検査実施方法（大腸がん）

7
※複数回答可

※各がん検診の実施状況において、実施していると回答した保険者のみが回答対象（実施主体は問わない）

全被用者保険者
(n=1,396)

44.2%

98.1%

15.4%

3.3%

2.4%

6.5%

0.7%

0% 20% 40% 60% 80% 100% 120%

問診

便潜血検査

大腸内視鏡検査

Ｓ状結腸鏡検査

注腸エックス線検査

その他

無回答



がん検診の受診機会（全被用者保険者）

8

全被用者保険者
• がん検診を単独で実施している保険者よりも定期健康診断等の健診とあわせて同じ機会に提供する保険者が多い

• 資格区分（被保険者・被扶養者）別では傾向に大きな違いはない

※各がん検診の実施状況において、実施していると回答した保険者のみが回答対象（実施主体は問わない）

（グラフ内の数値は保険者数）

1024

839

563

653

1057

865

657

691

1002

804

111

148

319

223

83

129

299

200

128

173

248

188

436

336

185

156

367

312

251

216

13

21

15

19

20

23

15

18

11

21

0% 20% 40% 60% 80% 100%

胃がん（被保険者）(n=1396)

（被扶養者）(n=1196)

子宮頸がん（被保険者）(n=1333)

（被扶養者）(n=1231)

肺がん（被保険者）(n=1345)

（被扶養者）(n=1173)

乳がん（被保険者）(n=1338)

（被扶養者）(n=1221)

大腸がん（被保険者）(n=1392)

（被扶養者）(n=1214)

１．定期健康診断等の健診と同じ機会に提供 ２．単独がん検診として提供している １および２の両方を提供している 無回答



がん検診の実施範囲（全被用者保険者）

9

全被用者保険者
• がん検診ごとに傾向に違いがあり、特に肺がん検診については基本項目として加入者全員に実施されることが多い

• 胃がん・子宮頸がん・乳がん・大腸がんにおいては、希望者へのオプションあるいは一定条件下で提供されることが多い

※各がん検診の実施状況において、実施していると回答した保険者のみが回答対象（実施主体は問わない）

（グラフ内の数値は保険者数）

303

220

93

78

706

417

96

79

345

256

171

188

332

302

106

151

316

287

166

184

591

397

269

223

348

324

277

224

573

401

318

374

623

612

163

263

632

614

294

357

13

17

16

16

22

18

17

17

14

16

0% 20% 40% 60% 80% 100%

胃がん（被保険者）(n=1396)

（被扶養者）(n=1196)

子宮頸がん（被保険者）(n=1333)

（被扶養者）(n=1231)

肺がん（被保険者）(n=1345)

（被扶養者）(n=1173)

乳がん（被保険者）(n=1338)

（被扶養者）(n=1221)

大腸がん（被保険者）(n=1392)

（被扶養者）(n=1214)

基本項目として加入者全員に対して実施 オプションとして希望者に対して実施 年齢・性別等の一定条件で加入者全員に実施 一定条件でオプションとして希望者に実施 無回答



がん検診の費用負担にかかる保険者の補助（全被用者保険者）

10

全被用者保険者
• いずれのがん検診においても、一律で「全額補助」あるいは「一部補助」を実施している保険者が多い

• 他方で、対象者により補助の有無や補助割合が変動する保険者も一定存在

※各がん検診の実施状況において、実施していると回答した保険者のみが回答対象（実施主体は問わない）

（グラフ内の数値は保険者数）

580

372

481

398

583

446

451

364

659

468

476

538

519

536

416

488

539

554

412

471

304

252

295

254

231

207

305

259

275

240

23

21

26

29

90

20

28

30

33

22

13

13

12

14

25

12

15

14

13

13

0% 20% 40% 60% 80% 100%

胃がん（被保険者）(n=1396)

（被扶養者）(n=1196)

子宮頸がん（被保険者）(n=1333)

（被扶養者）(n=1231)

肺がん（被保険者）(n=1345)

（被扶養者）(n=1173)

乳がん（被保険者）(n=1338)

（被扶養者）(n=1221)

大腸がん（被保険者）(n=1392)

（被扶養者）(n=1214)

全額補助 一部補助 対象者により補助の有無や補助割合が異なる 補助無し 無回答



（補足）がん検診の対象者・受診者数の集計定義について

11

※本設問における回答方法の定義は以下の通り

がん検診の対象者・受診者の集計定義

種類 対象者（分母） 受診者（分子）

胃がん検診 41歳以上の者 対象者のうち、調査年度（2022年度）およびその前年度（2021年度）に１度でも実施した者

子宮頸がん検診 21歳以上の女性 対象者のうち、調査年度（2022年度）およびその前年度（2021年度）に１度でも実施した者

肺がん検診 40歳以上の者 対象者のうち、調査年度（2022年度）に実施した者

乳がん検診 41歳以上の女性 対象者のうち、調査年度（2022年度）およびその前年度（2021年度）に１度でも実施した者

大腸がん検診 40歳以上の者 対象者のうち、調査年度（2022年度）に実施した者

※保険者が把握している「対象者数」及び「受診者数」の全数をそれぞれご記載ください。

そのうえで、「被保険者（組合員）」と「被扶養者」で分けることができる場合には、内訳も記載してください。

※受診者数については、8g-Q4における実施方法や8g-Q5における費用補助の回答に関わらず、

保険者または事業主で実施・補助しているがん検診の受診者を含みます。

※実施・把握していない場合は空欄とし、該当者がいない場合は「0」と記載してください。

※本設問において、対象者数および受診者数は下記「がん検診の対象者・受診者の集計定義」に基づき集計してください。

※対象者の年齢基準は調査年度末の年齢としてください。また年度途中に加入・喪失した者は集計対象外としてください。

※胃がん、子宮頸がん、乳がんについては調査年度及びその前年度の2年度にわたり、加入していた者を集計対象としてく
ださい。

※集計する受診者数について検査項目は問いません。ただし、延べ人数ではなく実人数で集計することとしてください。



がん検診の対象者・受診者数 ※健保組合・共済組合

12
• がん種別ごと・集計属性ごとに対象者数・受診者数いずれも回答している保険者のみを集計対象とする。
• がん種別ごとに定義と異なる方法で集計した（と備考欄で申告している）保険者は除外。また、がん種別ごと・集計属性ごとに対象者数がゼロの保険者は除外。

被
扶
養
者

被
保
険
者

全
数

(人)

6,858,180 

5,027,722 

7,444,237 

3,271,662 

7,766,887 

3,439,888 

1,465,775 

4,865,839 

1,366,198 

4,494,006 

57.1%

31.9%

70.8%

45.5%

63.6%

0%

20%

40%

60%

80%

100%

0

2,000,000

4,000,000

6,000,000

8,000,000

10,000,000

胃がん(n=639) 子宮頸がん(n=610) 肺がん(n=637) 乳がん(n=609) 大腸がん(n=680)

対象者数 受診者数 平均受診率

4,969,640 

2,777,224 

5,486,151 

1,619,090 

5,654,610 

2,790,673 

890,612 

4,114,569 

792,703 

3,699,045 64.5%

39.0%

80.8%

60.9%

71.9%

0%

20%

40%

60%

80%

100%

0

1,000,000

2,000,000

3,000,000

4,000,000

5,000,000

6,000,000

胃がん(n=582) 子宮頸がん(n=542) 肺がん(n=589) 乳がん(n=546) 大腸がん(n=625)

1,441,046 

1,939,722 

1,604,029 
1,459,722 

1,641,097 

478,009 526,146 627,178 531,400 626,774 
37.7% 29.1% 45.3% 38.3% 42.3%

0%

20%

40%

60%

80%

100%

0

500,000

1,000,000

1,500,000

2,000,000

2,500,000

胃がん(n=497) 子宮頸がん(n=507) 肺がん(n=523) 乳がん(n=503) 大腸がん(n=556)



がん検診を実施しているが対象者数を記載できない理由

13

47.0%

22.8%

27.5%

6.5%

22.1%

0% 20% 40% 60% 80% 100%

対象者数を把握する仕組み(ｼｽﾃﾑ等)がない

集計定義に基づく算出ができなかったため

任意受診であり対象者数の把握は必要ない

その他

無回答

健保組合・共済組合
(n=615)

※複数回答可

※がん検診の実施しているものの、対象者数（全数）を未回答とした保険者のみが回答対象（実施主体は問わない）



受診勧奨後の受診状況の確認

319

69
1

n=389

確認している 確認していない 無回答

要精密検査対象者への受診勧奨

※要精密検査対象者を把握していると回答した保険者が回答対象

389

113

6

n=508

実施している 実施していない 無回答

要精密検査対象者の把握

508

887

67

n=1462

把握している 把握していない 無回答

がん検診の要精密検査の対象者把握と受診勧奨の状況（全被用者保険者）

14

※受診勧奨後の受診状況を確認していると回答した者のみが回答対象
n=319 （複数回答可）

全被用者保険者

受診状況の確認方法

• 要精密検査対象者を把握している保険者はおよそ３割程度であり、そのうち７割以上が対象者に受診勧奨を実施

• 受診勧奨を行う保険者のうち８割以上はその後の受診状況を確認し、本人からの情報提供やレセプトによる確認が多い

※いずれかのがん検診の種類でひとつでも実施している保険者のみ

が回答対象（実施主体は問わない）

（グラフ内の数値は保険者数）

（グラフ内の数値は保険者数） （グラフ内の数値は保険者数）

※要精密検査対象者への受診勧奨を実施していると回答した保険者

が回答対象

53.3%

66.8%

17.9%

10.7%

レセプトを用いて確認 本人からの情報提供により確認 医療機関と保険者で書類のやりとりで確認 その他



要精密検査となった者を把握していない理由（全被用者保険者）

15

全被用者保険者
(n=887)

19.1%

50.3%

12.2%

29.0%

12.6%

11.6%

0% 20% 40% 60% 80% 100%

検診実施機関等が保険者に検診結果を報告していないため

精密検査受診の判断は精密検査の対象者に任せているため

個人情報の取り扱いに不安があり、がん検診結果を収集していないため

要精密検査対象者の把握にコスト（人的・財政的）がかかるため

その他

無回答

※複数回答可



がん検診の要精密検査対象者数 ※健保組合・共済組合

16
• がん検診の結果から要精密検査となった者を把握している保険者のうち、がん種別ごとに対象者数・受診者数・精密検査対象者数いずれも記載している保険者のみを集計対象とする。
• 要精密検査率は、集計対象の保険者およびそのがん種別ごとにおいて、精密検査対象者数をがん検診受診者数で除した値の単純平均。なお、100％を上回った保険者は除外。

(人)

1,504,422 

716,198 

2,314,591 

629,771 

2,378,121 

68,189 
33,175 41,745 33,780 

113,619 

4.7% 4.3%
3.2%

5.8%
5.3%

0%

20%

40%

60%

80%

100%

0

500,000

1,000,000

1,500,000

2,000,000

2,500,000

胃がん(n=235) 子宮頸がん(n=224) 肺がん(n=223) 乳がん(n=211) 大腸がん(n=290)

（参考）がん検診受診者数 精密検査対象者数 （参考）要精密検査率



がん検診の精密検査受診者数 ※健保組合・共済組合

17

• がん検診の結果から要精密検査となった者の受診状況を確認している保険者のうち、がん種別ごとに対象者数・受診者数・精密検査対象者数・精密検査受診者数いずれも記載している保険者
のみを集計対象とする。

• 精密検査受診率は、集計対象の保険者およびそのがん種別ごとにおいて、精密検査受診者数を精密検査対象者数で除した値の単純平均。なお、100％を上回った保険者は除外。

(人)

32,605 

13,356 

16,951 17,483 

60,354 

16,248 

7,664 

10,049 10,472 

30,955 

59.2%
66.3%

63.9%

66.8%

56.8%

0%

20%

40%

60%

80%

100%

0

10,000

20,000

30,000

40,000

50,000

60,000

70,000

胃がん(n=167) 子宮頸がん(n=142) 肺がん(n=156) 乳がん(n=145) 大腸がん(n=212)

精密検査対象者数 精密検査受診者数 （参考）精密検査受診率



参考資料



がん検診の実施状況（保険者種別内訳）

19

健
保
組
合

n=1329

共
済
組
合

n=85

746

1038

870

1094

571

1004

850

1082

750

1055

84

6

48

5

192

11

52

5

84

5

442

96

290

74

461

103

310

78

435

100

11

40

32

46

12

39

29

49

12

39

24

79

49

57

40

87

44

60

23

70

22

70

40

53

53

85

44

55

25

60

0% 20% 40% 60% 80% 100%

胃がん（被保険者）

（被扶養者）

子宮頸がん（被保険者）

（被扶養者）

肺がん（被保険者）

（被扶養者）

乳がん（被保険者）

（被扶養者）

大腸がん（被保険者）

（被扶養者）

保険者が単独で実施 事業主が単独で実施 保険者と事業主が共同で実施 未実施・自治体検診への受診勧奨実施 未実施・自治体検診への受診勧奨も未実施 無回答

44

47

53

51

42

49

54

49

45

47

10

1

10

0

11

0

10

0

9

0

22

7

14

6

20

5

14

6

21

6

1

8

0

7

0

7

0

7

1

8

5

14

5

13

6

15

4

14

5

15

3

8

3

8

6

9

3

9

4

9

胃がん（被保険者）

（被扶養者）

子宮頸がん（被保険者）

（被扶養者）

肺がん（被保険者）

（被扶養者）

乳がん（被保険者）

（被扶養者）

大腸がん（被保険者）

（被扶養者）

（グラフ内の数値は保険者数）



がん検診の実施状況（保険者種別内訳）

20

全
国
健
康
保
険
協
会

n=48

国
保
組
合

n=154

（

参

考

）

（グラフ内の数値は保険者数）

113

55

109

53

117

57

103

49

120

59

1

1

1

1

1

1

1

1

1

1

4

2

4

2

4

2

4

2

4

2

3

3

4

3

3

3

4

3

3

3

23

9

27

12

20

9

30

13

20

9

10

84

9

83

9

82

12

86

6

80

胃がん（被保険者）

（被扶養者）

子宮頸がん（被保険者）

（被扶養者）

肺がん（被保険者）

（被扶養者）

乳がん（被保険者）

（被扶養者）

大腸がん（被保険者）

（被扶養者）

1

1

1

1

1

1

1

1

1

1

0

0

0

0

0

0

0

0

0

0

47

0

47

0

47

0

47

0

47

0

0

47

0

47

0

47

0

47

0

47

0

0

0

0

0

0

0

0

0

0

0

0

0

0

0

0

0

0

0

0

0% 20% 40% 60% 80% 100%

胃がん（被保険者）

（被扶養者）

子宮頸がん（被保険者）

（被扶養者）

肺がん（被保険者）

（被扶養者）

乳がん（被保険者）

（被扶養者）

大腸がん（被保険者）

（被扶養者）

保険者が単独で実施 事業主が単独で実施 保険者と事業主が共同で実施 未実施・自治体検診への受診勧奨実施 未実施・自治体検診への受診勧奨も未実施 無回答



がん検診の検査実施方法（胃がん）（保険者種別内訳）

21
※複数回答可

※各がん検診の実施状況において、実施していると回答した保険者のみが回答対象（実施主体は問わない）

（

参

考

）

45.8%

48.7%

100.0%

48.3%

92.6%

96.1%

100.0%

88.1%

73.1%

69.7%

100.0%

69.5%

22.0%

13.2%

0.0%

22.0%

26.4%

23.7%

0.0%

30.5%

22.7%

15.8%

0.0%

14.4%

2.4%

7.9%

0.0%

9.3%

0.8%

0.0%

0.0%

1.7%

0% 20% 40% 60% 80% 100%

健保組合

(n=1275)

共済組合

(n=76)

全国健康保険協会

(n=48)

国保組合

(n=118)

問診 胃部エックス線検査(ﾊﾞﾘｳﾑ) 胃内視鏡検査 ペプシノゲン検査 ヘリコバクターピロリ菌抗体検査 リスク検診(ABC検診) その他 無回答



がん検診の検査実施方法（子宮頸がん）（保険者種別内訳）

22
※複数回答可

※各がん検診の実施状況において、実施していると回答した保険者のみが回答対象（実施主体は問わない）

（

参

考

）

50.2%

53.2%

100.0%

53.5%

90.0%

93.5%

100.0%

83.3%

28.1%

23.4%

0.0%

25.4%

20.1%

27.3%

0.0%

18.4%

20.1%

10.4%

0.0%

12.3%

4.6%

11.7%

0.0%

13.2%

1.5%

0.0%

0.0%

1.8%

0% 20% 40% 60% 80% 100%

健保組合

(n=1231)

共済組合

(n=77)

全国健康保険協会

(n=48)

国保組合

(n=114)

問診 細胞診（医師による採取） 細胞診（自己採取） ＨＰＶ検査（医師による採取） ＨＰＶ検査（自己採取） その他 無回答



がん検診の検査実施方法（肺がん）（保険者種別内訳）

23
※複数回答可

※各がん検診の実施状況において、実施していると回答した保険者のみが回答対象（実施主体は問わない）

（

参

考

）

44.3%

45.2%

100.0%

46.7%

95.2%

87.7%

100.0%

89.3%

20.9%

53.4%

0.0%

40.2%

22.4%

38.4%

0.0%

21.3%

2.4%

5.5%

0.0%

8.2%

1.5%

1.4%

0.0%

2.5%

0% 20% 40% 60% 80% 100%

健保組合

(n=1231)

共済組合

(n=73)

全国健康保険協会

(n=48)

国保組合

(n=122)

問診 胸部エックス線検査 喀痰細胞診 胸部ＣＴ検査 その他 無回答



がん検診の検査実施方法（乳がん）（保険者種別内訳）

24
※複数回答可

※各がん検診の実施状況において、実施していると回答した保険者のみが回答対象（実施主体は問わない）

（

参

考

）

50.2%

53.8%

100.0%

53.7%

95.5%

93.6%

100.0%

88.9%

40.7%

48.7%

97.9%

41.7%

87.9%

75.6%

0.0%

56.5%

2.3%

7.7%

0.0%

9.3%

1.1%

0.0%

0.0%

3.7%

0% 20% 40% 60% 80% 100%

健保組合

(n=1231)

共済組合

(n=78)

全国健康保険協会

(n=48)

国保組合

(n=108)

問診 乳房エックス線検査(マンモグラフィ) 視触診 乳房超音波検査(エコー) その他 無回答



がん検診の検査実施方法（大腸がん）（保険者種別内訳）

25
※複数回答可

※各がん検診の実施状況において、実施していると回答した保険者のみが回答対象（実施主体は問わない）

（

参

考

）

42.1%

44.0%

100.0%

44.8%

98.2%

96.0%

100.0%

92.0%

15.2%

28.0%

0.0%

16.8%

2.7%

14.7%

0.0%

5.6%

2.0%

10.7%

0.0%

4.8%

3.0%

8.0%

97.9%

8.8%

0.8%

0.0%

0.0%

3.2%

0% 20% 40% 60% 80% 100%

健保組合

(n=1273)

共済組合

(n=75)

全国健康保険協会

(n=48)

国保組合

(n=125)

問診 便潜血検査 大腸内視鏡検査 Ｓ状結腸鏡検査 注腸エックス線検査 その他 無回答



がん検診の受診機会（保険者種別内訳）

26

935

805

541

629

961

830

587

668

908

773

99

141

295

214

76

122

275

192

120

166

226

175

358

313

169

145

336

289

231

202

12

19

14

17

18

21

14

16

10

19

0% 20% 40% 60% 80% 100%

胃がん（被保険者）(n=1272)

（被扶養者）(n=1140)

子宮頸がん（被保険者）(n=1208)

（被扶養者）(n=1173)

肺がん（被保険者）(n=1224)

（被扶養者）(n=1118)

乳がん（被保険者）(n=1212)

（被扶養者）(n=1165)

大腸がん（被保険者）(n=1269)

（被扶養者）(n=1160)

定期健康診断等の健診と同じ機会に提供 単独がん検診として提供している １および２の両方を提供している 無回答

41

33

21

23

48

34

22

22

46

30

12

7

24

9

7

7

24

8

8

7

22

13

31

23

16

11

31

23

20

14

1

2

1

2

2

2

1

2

1

2

胃がん（被保険者）(n=76)

（被扶養者）(n=55)

子宮頸がん（被保険者）(n=77)

（被扶養者）(n=57)

肺がん（被保険者）(n=73)

（被扶養者）(n=54)

乳がん（被保険者）(n=78)

（被扶養者）(n=55)

大腸がん（被保険者）(n=75)

（被扶養者）(n=53)

健
保
組
合

共
済
組
合

（グラフ内の数値は保険者数）



がん検診の受診機会（保険者種別内訳）

27

83

41

63

31

84

42

69

34

79

39

7

4

17

7

8

4

10

5

13

7

26

8

31

12

28

9

26

10

31

10

2

5

3

6

2

5

3

3

2

6

胃がん（被保険者）(n=118)

（被扶養者）(n=58)

子宮頸がん（被保険者）(n=114)

（被扶養者）(n=56)

肺がん（被保険者）(n=122)

（被扶養者）(n=60)

乳がん（被保険者）(n=108)

（被扶養者）(n=52)

大腸がん（被保険者）(n=125)

（被扶養者）(n=62)

48

1

1

1

48

1

48

1

48

1

0

0

0

0

0

0

0

0

0

0

0

0

47

0

0

0

0

0

0

0

0

0

0

0

0

0

0

0

0

0

0% 20% 40% 60% 80% 100%

胃がん（被保険者）(n=48)

（被扶養者）(n=1)

子宮頸がん（被保険者）(n=48)

（被扶養者）(n=1)

肺がん（被保険者）(n=48)

（被扶養者）(n=1)

乳がん（被保険者）(n=48)

（被扶養者）(n=1)

大腸がん（被保険者）(n=48)

（被扶養者）(n=1)

定期健康診断等の健診と同じ機会に提供 単独がん検診として提供している １および２の両方を提供している 無回答

全
国
健
康
保
険
協
会

国
保
組
合

（

参

考

）

（グラフ内の数値は保険者数）



がん検診の実施範囲（保険者種別内訳）

28

286

209

86

74

678

403

89

75

328

245

152

176

306

282

95

140

292

269

151

173

524

387

254

219

288

315

262

220

505

391

298

353

547

584

143

244

553

586

273

337

12

15

15

14

20

16

16

15

12

14

0% 20% 40% 60% 80% 100%

胃がん（被保険者）(n=1272)

（被扶養者）(n=1140)

子宮頸がん（被保険者）(n=1208)

（被扶養者）(n=1173)

肺がん（被保険者）(n=1224)

（被扶養者）(n=1118)

乳がん（被保険者）(n=1212)

（被扶養者）(n=1165)

大腸がん（被保険者）(n=1269)

（被扶養者）(n=1160)

基本項目として加入者全員に対して実施 オプションとして希望者に対して実施 年齢・性別等の一定条件で加入者全員に実施 一定条件でオプションとして希望者に実施 無回答

17

11

7

4

28

14

7

4

17

11

19

12

26

20

11

11

24

18

15

11

19

9

15

4

12

8

15

4

20

9

20

21

28

27

20

19

31

27

21

20

1

2

1

2

2

2

1

2

2

2

胃がん（被保険者）(n=76)

（被扶養者）(n=55)

子宮頸がん（被保険者）(n=77)

（被扶養者）(n=57)

肺がん（被保険者）(n=73)

（被扶養者）(n=54)

乳がん（被保険者）(n=78)

（被扶養者）(n=55)

大腸がん（被保険者）(n=75)

（被扶養者）(n=53)

健
保
組
合

共
済
組
合

（グラフ内の数値は保険者数）



がん検診の実施範囲（保険者種別内訳）

29

19

7

8

2

37

16

8

3

23

9

37

13

40

15

30

11

37

13

36

14

35

21

21

11

35

19

18

10

37

19

25

13

42

23

18

10

41

23

27

15

2

4

3

5

2

4

4

3

2

5

胃がん（被保険者）(n=118)

（被扶養者）(n=58)

子宮頸がん（被保険者）(n=114)

（被扶養者）(n=56)

肺がん（被保険者）(n=122)

（被扶養者）(n=60)

乳がん（被保険者）(n=108)

（被扶養者）(n=52)

大腸がん（被保険者）(n=125)

（被扶養者）(n=62)

全
国
健
康
保
険
協
会

国
保
組
合

（

参

考

）

（グラフ内の数値は保険者数）

0

0

0

0

0

0

0

0

0

0

0

0

0

0

0

0

0

0

0

0

48

1

0

0

48

1

0

0

48

1

0

0

48

1

0

0

48

1

0

0

0

0

0

0

0

0

0

0

0

0

0% 20% 40% 60% 80% 100%

胃がん（被保険者）(n=48)

（被扶養者）(n=1)

子宮頸がん（被保険者）(n=48)

（被扶養者）(n=1)

肺がん（被保険者）(n=48)

（被扶養者）(n=1)

乳がん（被保険者）(n=48)

（被扶養者）(n=1)

大腸がん（被保険者）(n=48)

（被扶養者）(n=1)

基本項目として加入者全員に対して実施 オプションとして希望者に対して実施 年齢・性別等の一定条件で加入者全員に実施 一定条件でオプションとして希望者に実施 無回答



がん検診の費用負担にかかる保険者の補助（保険者種別内訳）

30

559

365

458

386

567

439

429

356

633

459

441

506

486

506

383

456

504

522

381

442

240

238

231

242

168

195

241

247

214

227

20

20

22

27

83

18

24

28

29

21

12

11

11

12

23

10

14

12

12

11

0% 20% 40% 60% 80% 100%

胃がん（被保険者）(n=1272)

（被扶養者）(n=1140)

子宮頸がん（被保険者）(n=1208)

（被扶養者）(n=1173)

肺がん（被保険者）(n=1224)

（被扶養者）(n=1118)

乳がん（被保険者）(n=1212)

（被扶養者）(n=1165)

大腸がん（被保険者）(n=1269)

（被扶養者）(n=1160)

全額補助 一部補助 対象者により補助の有無や補助割合が異なる 補助無し 無回答

20

6

23

12

15

6

22

8

25

8

35

32

33

30

33

32

35

32

31

29

17

14

16

11

16

12

16

11

14

13

3

1

4

2

7

2

4

2

4

1

1

2

1

2

2

2

1

2

1

2

胃がん（被保険者）(n=76)

（被扶養者）(n=55)

子宮頸がん（被保険者）(n=77)

（被扶養者）(n=57)

肺がん（被保険者）(n=73)

（被扶養者）(n=54)

乳がん（被保険者）(n=78)

（被扶養者）(n=55)

大腸がん（被保険者）(n=75)

（被扶養者）(n=53)

健
保
組
合

共
済
組
合

（グラフ内の数値は保険者数）



がん検診の費用負担にかかる保険者の補助（保険者種別内訳）

31

35

19

31

16

47

23

25

12

48

24

48

19

50

21

42

18

48

21

44

19

34

17

30

14

31

15

31

16

32

15

0

0

1

1

1

1

2

1

0

0

1

3

2

4

1

3

2

2

1

4

胃がん（被保険者）(n=118)

（被扶養者）(n=58)

子宮頸がん（被保険者）(n=114)

（被扶養者）(n=56)

肺がん（被保険者）(n=122)

（被扶養者）(n=60)

乳がん（被保険者）(n=108)

（被扶養者）(n=52)

大腸がん（被保険者）(n=125)

（被扶養者）(n=62)

全
国
健
康
保
険
協
会

国
保
組
合

（

参

考

）

（グラフ内の数値は保険者数）

1

1

0

0

1

1

0

0

1

1

0

0

0

0

0

0

0

0

0

0

47

0

48

1

47

0

48

1

47

0

0

0

0

0

0

0

0

0

0

0

0

0

0

0

0

0

0

0

0

0

0% 20% 40% 60% 80% 100%

胃がん（被保険者）(n=48)

（被扶養者）(n=1)

子宮頸がん（被保険者）(n=48)

（被扶養者）(n=1)

肺がん（被保険者）(n=48)

（被扶養者）(n=1)

乳がん（被保険者）(n=48)

（被扶養者）(n=1)

大腸がん（被保険者）(n=48)

（被扶養者）(n=1)

全額補助 一部補助 対象者により補助の有無や補助割合が異なる 補助無し 無回答



6,151,881 

4,489,177 

6,682,877 

2,909,027 

7,019,501 

3,282,453 

1,373,982 

4,674,478 

1,288,367 

4,302,413 57.5%

32.1%

71.8%

45.8%

64.3%

0%

20%

40%

60%

80%

100%

0

1,000,000

2,000,000

3,000,000

4,000,000

5,000,000

6,000,000

7,000,000

8,000,000

胃がん(n=613) 子宮頸がん(n=582) 肺がん(n=609) 乳がん(n=582) 大腸がん(n=652)

対象者数 受診者数 平均受診率

がん検診の対象者・受診者数（健保組合）

32
• がん種別ごと・集計属性ごとに対象者数・受診者数いずれも回答している保険者のみを集計対象とする
• がん種別ごとに定義と異なる方法で集計した（と備考欄で申告している）保険者は除外。また、がん種別ごと・集計属性ごとに対象者数がゼロの保険者は除外。

被
扶
養
者

被
保
険
者

全
数

(人)

4,416,930 

2,436,999 

4,887,250 

1,386,805 

5,056,164 

2,661,190 

822,798 

3,951,431 

734,407 

3,537,483 65.1%

39.3%

81.9%

54.5%

72.7%

0%

20%

40%

60%

80%

100%

0

1,000,000

2,000,000

3,000,000

4,000,000

5,000,000

6,000,000

胃がん(n=558) 子宮頸がん(n=517) 肺がん(n=563) 乳がん(n=520) 大腸がん(n=598)

1,323,139 

1,790,218 

1,476,339 
1,342,018 

1,511,720 

464,089 510,346 
609,776 

515,255 
607,239 

38.0% 29.4%
45.9%

38.6%
42.7%

0%

20%

40%

60%

80%

100%

0

500,000

1,000,000

1,500,000

2,000,000

胃がん(n=483) 子宮頸がん(n=492) 肺がん(n=506) 乳がん(n=489) 大腸がん(n=539)



706,299 

538,545 

761,360 

362,635 

747,386 

157,435 
91,793 

191,361 

77,831 

191,593 

47.0%

29.0%

50.0%

39.3%
49.1%

0%

20%

40%

60%

80%

100%

0

100,000

200,000

300,000

400,000

500,000

600,000

700,000

800,000

胃がん(n=26) 子宮頸がん(n=28) 肺がん(n=28) 乳がん(n=27) 大腸がん(n=28)

対象者数 受診者数 平均受診率

がん検診の対象者・受診者数（共済組合）

33
• がん種別ごと・集計属性ごとに対象者数・受診者数いずれも回答している保険者のみを集計対象とする
• がん種別ごとに定義と異なる方法で集計した（と備考欄で申告している）保険者は除外。また、がん種別ごと・集計属性ごとに対象者数がゼロの保険者は除外。

被
扶
養
者

被
保
険
者

全
数

(人)

552,710 

340,225 

598,901 

232,285 

598,446 

129,483 
67,814 

163,138 

58,296 

161,562 

50.6%

34.1%

56.6%

44.4%
52.4%

0%

20%

40%

60%

80%

100%

0

100,000

200,000

300,000

400,000

500,000

600,000

700,000

胃がん(n=24) 子宮頸がん(n=25) 肺がん(n=26) 乳がん(n=26) 大腸がん(n=27)

117,907 

149,504 
127,690 

117,704 
129,377 

13,920 15,800 17,402 16,145 19,535 
25.8% 18.3% 29.0% 28.2% 28.7%

0%

20%

40%

60%

80%

100%

0

50,000

100,000

150,000

200,000

胃がん(n=14) 子宮頸がん(n=15) 肺がん(n=17) 乳がん(n=14) 大腸がん(n=17)



がん検診の対象者・受診者数（参考：国保組合）

34
• がん種別ごと・集計属性ごとに対象者数・受診者数いずれも回答している保険者のみを集計対象とする
• がん種別ごとに定義と異なる方法で集計した（と備考欄で申告している）保険者は除外。また、がん種別ごと・集計属性ごとに対象者数がゼロの保険者は除外。

組
合
員
家
族

組
合
員
本
人

全
数

(人)

747,256 

472,905 

902,222 

319,947 

916,733 

165,890 

28,935 

343,281 

29,534 

321,979 21.1%
11.2%

34.0%

14.9%

28.2%

0%

20%

40%

60%

80%

100%

0

200,000

400,000

600,000

800,000

1,000,000

胃がん(n=81) 子宮頸がん(n=82) 肺がん(n=89) 乳がん(n=76) 大腸がん(n=91)

対象者数 受診者数 平均受診率

340,122 

126,158 

457,293 

83,017 

474,352 

128,134 

14,276 

188,387 

14,731 

177,375 
27.5%

14.5%

37.3%

20.2%

31.0%

0%

20%

40%

60%

80%

100%

0

100,000

200,000

300,000

400,000

500,000

胃がん(n=40) 子宮頸がん(n=40) 肺がん(n=43) 乳がん(n=36) 大腸がん(n=47)

99,995 

127,260 

102,412 96,769 
110,515 

15,174 
5,568 

14,420 
5,812 

17,594 

20.9%
11.5%

27.6%
14.4%

21.8%

0%

20%

40%

60%

80%

100%

0

20,000

40,000

60,000

80,000

100,000

120,000

140,000

胃がん(n=24) 子宮頸がん(n=22) 肺がん(n=25) 乳がん(n=22) 大腸がん(n=28)



がん検診を実施しているが対象者数を記載できない理由（保険者種別内訳）

35

(n=615)

※複数回答可

※がん検診の実施しているものの、対象者数（全数）を未回答とした保険者のみが回答対象（実施主体は問わない）

47.4%

41.0%

29.0%

22.9%

20.5%

25.8%

27.8%

23.1%

12.9%

6.4%

7.7%

6.5%

22.2%

20.5%

32.3%

0% 20% 40% 60% 80% 100%

健保組合

(n=576)

共済組合

(n=39)

国保組合

(n=31)

対象者数を把握する仕組み(ｼｽﾃﾑ等)がない 集計定義に基づく算出ができなかったため 任意受診であり対象者数の把握は必要ない その他 無回答

（

参

考

）
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(n=887)

※複数回答可

18.3%

32.7%

13.3%

50.7%

44.9%

58.2%

11.5%

24.5%

7.1%

29.3%

22.4%

26.5%

13.0%

6.1%

9.2%

11.7%

10.2%

15.3%

0% 20% 40% 60% 80% 100%

健保組合

(n=837)

共済組合

(n=49)

国保組合

(n=98)

検診実施機関等が保険者に検診結果を報告していないため 精密検査受診の判断は精密検査の対象者に任せているため

個人情報の取り扱いに不安があり、がん検診結果を収集していないため 要精密検査対象者の把握にコスト（人的・財政的）がかかるため

（

参

考

）
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• がん検診の結果から要精密検査となった者を把握している保険者のうち、がん種別ごとに対象者数・受診者数・精密検査受診者数いずれも記載している保険者のみを集計対象とする
• 要精密検査率は、集計対象の保険者およびそのがん種別ごとにおいて、精密検査対象者数をがん検診受診者数で除した値の単純平均。なお、100％を上回った保険者は除外。

共
済
組
合

健
保
組
合

国
保
組
合

（

参

考

）

(人)

1,422,242 

672,790 

2,220,567 

594,994 

2,275,653 

64,170 31,590 39,980 30,829 107,118 
4.8% 4.4% 3.3% 5.5%

5.4%

0%

20%

40%

60%

80%

100%

0

500,000

1,000,000

1,500,000

2,000,000

2,500,000

胃がん(n=221) 子宮頸がん(n=211) 肺がん(n=213) 乳がん(n=196) 大腸がん(n=275)

（参考）がん検診受診者数 精密検査対象者数 （参考）要精密検査率

82,180 

43,408 

94,024 

34,777 

102,468 

4,019 1,585 1,765 2,951 6,501 

2.6%
2.5% 1.2% 9.5% 3.8%

0%

20%

40%

60%

80%

100%

0

20,000

40,000

60,000

80,000

100,000

120,000

胃がん(n=14) 子宮頸がん(n=13) 肺がん(n=10) 乳がん(n=15) 大腸がん(n=15)

16,177 

3,978 

32,091 

2,144 

71,155 

1,127 69 1,651 172 
4,868 

8.1%
2.3%

5.6%
13.3%

5.3%

0%

20%

40%

60%

80%

100%

0

20,000

40,000

60,000

80,000

胃がん(n=10) 子宮頸がん(n=11) 肺がん(n=14) 乳がん(n=6) 大腸がん(n=19)
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• がん検診の結果から要精密検査となった者を把握している保険者のうち、がん種別ごとに対象者数・受診者数・精密検査受診者数いずれも記載している保険者のみを集計対象とする
• 要精密検査率は、集計対象の保険者およびそのがん種別ごとにおいて、精密検査対象者数をがん検診受診者数で除した値の単純平均。なお、100％を上回った保険者は除外。

共
済
組
合

健
保
組
合

国
保
組
合

（

参

考

）

(人)

31,015 

12,136 
16,061 15,003 

56,764 

15,306 

7,009 
9,565 9,664 

29,422 59.2%
67.0% 64.8% 67.0%

57.0%

0%

20%

40%

60%

80%

100%

0

10,000

20,000

30,000

40,000

50,000

60,000

胃がん(n=156) 子宮頸がん(n=132) 肺がん(n=148) 乳がん(n=133) 大腸がん(n=200)

精密検査対象者数 精密検査受診者数 （参考）精密検査受診率

1,590 
1,220 

890 

2,480 

3,590 

942 
655 484 

808 

1,533 
59.6% 56.1%

48.7%

64.7% 53.7%

0%

20%

40%

60%

80%

100%

0

1,000

2,000

3,000

4,000

胃がん(n=11) 子宮頸がん(n=10) 肺がん(n=8) 乳がん(n=12) 大腸がん(n=12)

1,054 

50 

1,373 

91 

3,784 

428 
40 

386 
48 

1,437 
57.4%

82.7%

57.3%
62.7% 48.2%

0%

20%

40%

60%

80%

100%

0

1,000

2,000

3,000

4,000

胃がん(n=7) 子宮頸がん(n=7) 肺がん(n=9) 乳がん(n=3) 大腸がん(n=13)
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